
 
 
 
 

公的不動産活用のための契約制度改善の提言

2022年6月1日
一般財団法人土地総合研究所

．はじめに

公的不動産活用は、財政難に苦しむ市町村が、

自身の財政支出を効率化しつつ地域活性化を実現

する手法として注目されている。

このため、国において、公的不動産活用を促進

する政策として、市町村財政の観点から公共施設

の再編を進める公共施設等総合管理計画 の策定

推進、さらにこれを踏まえた上での、民間都市開

発推進機構による出資業務や各種のガイドライン

などの多様な政策を講じている。

しかし、公的不動産活用を進める上では、民間

事業者、地方公共団体の双方にとって、公的不動

産に関する契約制度が、一つの大きな課題になっ

ていることが、土地総研主催の「土地政策と経済

学との連携推進研究会」（以下、「研究会」という。）

でのヒヤリングなどを通じて確認できた。

このため、土地総合研究所は、研究会参加の先

生方の御意見を頂いた上で、以下のとおり、公的

不動産活用を進めるための契約制度改善の提言を

行う。

なお、公的不動産を活用するためには、地方公

共団体が、当該不動産に関して、民間事業者との

間で、事業計画策定、設計、不動産貸付及び運営

                                                      
以下の 参照。

以下の 参照。

などに関する業務を契約する 手続きが必要とな

る。そして、この手続きは、物品購入と同じ地方

自治法に基づく契約手続きの規律が適用される。

この手続きを前提として、以下の提言を行う。

．公的不動産活用に関する契約制度についての

関係者の不満事項

公的不動産活用に関する契約制度に対して、研

究会を通じて認識した課題は表 のとおりである。

そもそも公的不動産活用は、地方公共団体と民

間事業者との共同作業という側面が強い。

表 の「民間事業者が持つ不満」①、②や、「地

方公共団体職員が持つ不満」の①、②などは、活

用方法のアイディアや施設運営の工夫などを、公

的不動産の所有主体と民間事業者が初期段階から

練り上げていくという実態を、契約制度が妨げて

しまうことが主な原因となっている。

                                                      
公的不動産の活用の場合には、民間事業者に土地等を

売却することも含めて論じることもある。しかし、本稿

では、貴重な公有財産である公的不動産を売却せずに、

市町村が保有したままで、収益をあげつつ、地域に役立

つ活用をする事例を前提に論じる。
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表 公的不動産活用にあたっての契約制度への不満

．地方自治法の規定に関する解釈の柔軟化の

提言

地方公共団体が公的不動産の活用をするにあた

っての法律上の制約は、地方自治法による。具体

的には、地方自治法第 条に基づき、一般競争

入札、指名競争入札、随意契約または競り売り以

外の方法が認められない。また、随意契約ができ

る事例は、同法施行令第 条の に列挙してい

るものに限られる。

一方で、地方自治法第 条の文言を見る限り

は、条例で契約方法を拡大することまでは否定し

ていないように読める。しかし、地方自治法を所

管する総務省の解釈としては、随意契約のできる

場合は、政令に定める範囲に限定されるとしてお

り、条例で契約方法を拡大することは否定されて

いる。

しかし、地方自治法第 条の で、国の施策の

実施にあたっては、地方公共団体の自主性、自立

性を発揮すべきとの基本的考え方を述べているこ

とを踏まえれば、地方自治法自体の解釈において

も、地方公共団体の自主性、自立性を発揮する可

能性を否定するのは矛盾する。これを踏まえて、

地方自治法第 条の解釈において、少なくとも、

条例という民主的な手続きを経た場合には、地方

公共団体の自主性に基づく柔軟な契約制度を許容

                                                      
松本英昭『新版逐条地方自治法（第 次改訂版）』（ぎ

ょうせい、 ） 頁～ 頁参照。

すべきである。

地方自治法

第一条の二 地方公共団体は、住民の福祉の増進を図る

ことを基本として、地域における行政を自主的かつ総

合的に実施する役割を広く担うものとする。

国は、前項の規定の趣旨を達成するため、国におい

ては国際社会における国家としての存立にかかわる

事務、全国的に統一して定めることが望ましい国民の

諸活動若しくは地方自治に関する基本的な準則に関

する事務又は全国的な規模で若しくは全国的な視点

に立つて行わなければならない施策及び事業の実施

その他の国が本来果たすべき役割を重点的に担い、住

民に身近な行政はできる限り地方公共団体にゆだね

ることを基本として、地方公共団体との間で適切に役

割を分担するとともに、地方公共団体に関する制度の

策定及び施策の実施に当たつて、地方公共団体の自主

性及び自立性が十分に発揮されるようにしなければ

ならない。

．契約制度の解釈の明確化の提言

随意契約制度の現状

現在、いくつかの地方公共団体では、「随意契約

ガイドライン」という名称で、実際の随意契約の

内容を明確化し公表している。これによれば、実

際には、様々なニーズに地方自治法及び施行令の

規定が十分に対応できる内容となっていないため、

市町村は随意契約ができる事例として地方自治法
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表 公的不動産活用にあたっての契約制度への不満

．地方自治法の規定に関する解釈の柔軟化の

提言

地方公共団体が公的不動産の活用をするにあた

っての法律上の制約は、地方自治法による。具体

的には、地方自治法第 条に基づき、一般競争

入札、指名競争入札、随意契約または競り売り以

外の方法が認められない。また、随意契約ができ

る事例は、同法施行令第 条の に列挙してい

るものに限られる。

一方で、地方自治法第 条の文言を見る限り

は、条例で契約方法を拡大することまでは否定し

ていないように読める。しかし、地方自治法を所

管する総務省の解釈としては、随意契約のできる

場合は、政令に定める範囲に限定されるとしてお

り、条例で契約方法を拡大することは否定されて

いる。

しかし、地方自治法第 条の で、国の施策の

実施にあたっては、地方公共団体の自主性、自立

性を発揮すべきとの基本的考え方を述べているこ

とを踏まえれば、地方自治法自体の解釈において

も、地方公共団体の自主性、自立性を発揮する可

能性を否定するのは矛盾する。これを踏まえて、

地方自治法第 条の解釈において、少なくとも、

条例という民主的な手続きを経た場合には、地方

公共団体の自主性に基づく柔軟な契約制度を許容

                                                      
松本英昭『新版逐条地方自治法（第 次改訂版）』（ぎ

ょうせい、 ） 頁～ 頁参照。

すべきである。

地方自治法

第一条の二 地方公共団体は、住民の福祉の増進を図る

ことを基本として、地域における行政を自主的かつ総

合的に実施する役割を広く担うものとする。

国は、前項の規定の趣旨を達成するため、国におい

ては国際社会における国家としての存立にかかわる

事務、全国的に統一して定めることが望ましい国民の

諸活動若しくは地方自治に関する基本的な準則に関

する事務又は全国的な規模で若しくは全国的な視点

に立つて行わなければならない施策及び事業の実施

その他の国が本来果たすべき役割を重点的に担い、住

民に身近な行政はできる限り地方公共団体にゆだね

ることを基本として、地方公共団体との間で適切に役

割を分担するとともに、地方公共団体に関する制度の

策定及び施策の実施に当たつて、地方公共団体の自主

性及び自立性が十分に発揮されるようにしなければ

ならない。

．契約制度の解釈の明確化の提言

随意契約制度の現状

現在、いくつかの地方公共団体では、「随意契約

ガイドライン」という名称で、実際の随意契約の

内容を明確化し公表している。これによれば、実

際には、様々なニーズに地方自治法及び施行令の

規定が十分に対応できる内容となっていないため、

市町村は随意契約ができる事例として地方自治法

施行令第 条の 第第 項第 号の「その性質

又は目的が競争入札に適しない契約をするとき」

という規定を柔軟に解釈して、以下の項目を該当

するとして運用を行っている。

ａ）価格以外の要素による競争（コンペ、プロポ

ーザル）

ｂ）政策を推進するための特定の者と契約する場

合

ｃ）国、地方公共団体その他の公法人、公益法人

等と契約する場合

しかし、この柔軟解釈自体、文言上どこまで緩

和できるか、そのための条件や手続が何かなどの

具体的な解釈の考え方が、総務省から何も示され

ていないことから、市町村職員は、周囲の市町村

の対応を見ながら、恐る恐る対応しているという

のが実態である。

これ自体が、効率的な行政運営という観点から

問題である。さらに、公的不動産の活用という観

点からは、民間事業者からみて、手続きが不透明

で不確実性が高いのであれば、公的不動産を活用

せずに民間保有の不動産を使えばいい、という話

になることから、公的不動産活用の可能性を狭め

ており、問題は深刻である。

公共工事契約の例にならった積極的な対応

既述のとおり、現在、公的不動産の活用を一般

的に規律しているのは地方自治法であり総務省が

その運用の責任を持っている。

しかし、自治財政、自治行政全般に目配りして

いる総務省が、公的不動産に特化して契約制度を

改善することに関心をもち、また、改善に必要な

実態やノウハウを持ち合わせることは、実態とし

                                                      
北海道旭川市、岩手県奥州市、群馬県邑楽町、埼玉県

戸田市、和光市、千葉県船橋市、東京都豊島区、神奈川

県南足柄市、岐阜県岐阜市、滋賀県甲賀市、大阪府堺市、

兵庫県宝塚市、広島県広島市、愛媛県上島町、高知県南

国市の随意契約ガイドライン参照。

北海道旭川市、青森県三沢市、埼玉県和光市、東京都

豊島区、大阪府堺市の随意契約ガイドライン参照。

千葉県八千代市、東京都立川市、岐阜県岐阜市の随意

契約ガイドライン参照。

て無理がある。

類似の状況を打開した良い事例として公共工事

の契約制度がある。

公共工事の契約制度については、 年の公共

工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律、

年の公共工事の品質確保の促進に関する法

律の制度に伴い、国土交通省も参画して総務省と

連携して、より積極的に総合評価方式を位置付け、

公共工事の総合評価ガイドラインの公表 などを

進めてきている。

これを一つの成功例と考え、公的不動産活用に

あたっての契約制度の改善についても、国土交通

省の一層の積極的な対応が必要である。

公物での先行的な対応 
公的不動産活用の契約制度について、例外的に

民間事業者にとって評判がよい仕組みとして、国

土交通省都市局が示した、都市公園法設置管理許

可制度の運用ガイドラインがある。

これは、都市公園内で民間事業者を誘致するた

めの都市公園法上の手続きの進め方に限定してい

るものの、民間事業者と市町村相互のニーズを踏

まえた運用の仕方を示すことが、大変有効である

ことの証左になっている。

近年の法改正によって、歩行者利便増進道路制

度など国土交通省が所管する法律において、民間

事業者を誘致するための仕組みが整備されている

ことから、（ ）の総務省と一体的な対応が実現す

るまでは、国土交通省など公物を所管する省庁に

おいて、所管施設を横串にさして、民間事業者と

地方公共団体のニーズを踏まえた簡素な手続を整

理して、公表していくことが、次善の策として考

えられる。

                                                      
以下の 参照。
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公的不動産活用のための契約制度運用ガイド

ラインの作成

総務省と国土交通省が連携して、または、国土

交通省所管施設に限って先行して、公的不動産活

用のための契約制度運用ガイドラインを作成する

ことが必要と考える。

当該ガイドラインに記載すべき事項として想定

するものは以下の通りである。

ａ）プロポーザル方式について随意契約が認め

られる事例として明確に位置付け

ｂ）事業の段階ごとにばらばらに切り離さず、

事業構想、設計の段階から運営までを一体的

に発注する方式の位置付け、特に、設計と運

営は一体的に行う 方式、又はリレー 方

式の位置付け（図 参照）

ｃ）行政が出資した新しいタイプの三セクによ

る民間会社並の自由な契約方式 の位置付け

（図 参照）

ｄ）事業者へのサウンディングの仕方と事後の

手続への反映の仕方（サウンディングへの協

力事業者に対して次の発注での評価に加点す

るなど）

ｅ）行政と民間との間の適切な費用とリスク分

担

ｆ）透明性のある審査手続、事業経営のノウハ

ウのある審査委員選定

ｇ）その他、公募要項や契約書に関する適切な

記述内容 など

 
 

                                                      
リレー 方式の実例としては、佐賀県佐賀市

（旧富士小学校）がある。『公募要項作成ガイドブ

ック』（株式会社 、公共 不動産、 ） 頁参

照

このタイプとしては、大阪府大東市 がある。

内容は入江智子「サスティナブル公営住宅」『土地総合

研究』第 巻第 号（ ）参照。

．まとめ

公的不動産の活用にあたって契約制度を改善し

てほしいという声は、地方公共団体、民間事業者

の双方からあがってきている。

これまで述べた提言を踏まえて、地方公共団体

の契約制度一般を担当している総務省、個別の公

物管理法を所管している国土交通省等が問題状況

を認識し、契約制度改善に向けて議論を開始する

ことを強く期待する。

以上
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公的不動産活用のための契約制度運用ガイド

ラインの作成

総務省と国土交通省が連携して、または、国土

交通省所管施設に限って先行して、公的不動産活

用のための契約制度運用ガイドラインを作成する

ことが必要と考える。

当該ガイドラインに記載すべき事項として想定

するものは以下の通りである。

ａ）プロポーザル方式について随意契約が認め

られる事例として明確に位置付け

ｂ）事業の段階ごとにばらばらに切り離さず、

事業構想、設計の段階から運営までを一体的

に発注する方式の位置付け、特に、設計と運

営は一体的に行う 方式、又はリレー 方

式の位置付け（図 参照）

ｃ）行政が出資した新しいタイプの三セクによ

る民間会社並の自由な契約方式 の位置付け

（図 参照）

ｄ）事業者へのサウンディングの仕方と事後の

手続への反映の仕方（サウンディングへの協

力事業者に対して次の発注での評価に加点す

るなど）

ｅ）行政と民間との間の適切な費用とリスク分

担

ｆ）透明性のある審査手続、事業経営のノウハ

ウのある審査委員選定

ｇ）その他、公募要項や契約書に関する適切な

記述内容 など

 
 

                                                      
リレー 方式の実例としては、佐賀県佐賀市

（旧富士小学校）がある。『公募要項作成ガイドブ

ック』（株式会社 、公共 不動産、 ） 頁参

照

このタイプとしては、大阪府大東市 がある。

内容は入江智子「サスティナブル公営住宅」『土地総合

研究』第 巻第 号（ ）参照。

．まとめ

公的不動産の活用にあたって契約制度を改善し

てほしいという声は、地方公共団体、民間事業者

の双方からあがってきている。

これまで述べた提言を踏まえて、地方公共団体

の契約制度一般を担当している総務省、個別の公

物管理法を所管している国土交通省等が問題状況

を認識し、契約制度改善に向けて議論を開始する

ことを強く期待する。

以上

図 一体的な発注のイメージ

図 新しいタイプの三セクを前提にした契約イメージ
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